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日経新聞掲載

【ＰＰＡ】太陽光関連事業を強化

パリ協定おいて2050年でのカーボンニュートラル達成 2030年までに温室効果
ガスの排出量を2013年度比-46％とするという具体的な数値を達成するため、自
然エネルギーの推進は必須となります。
また、エネルギーの高騰、電力高騰の対策も求められております。
そこで、ＣＯ2削減 + 経費削減を叶えれる「自家消費型太陽光」は注目度が高
い取組となります。 自ら設置するケース・ＰＰＡのケースとお客様のご要望に
沿ってお役立ちできる商材をご用意いたしました。
お気軽にご相談ください。


